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大津労働基準監督署

建設業における労務管理等について



１ 建設業における過労死等の状況や労働基準監督署の
監督指導結果を踏まえた労務管理上の課題について

２ 課題を踏まえた労務管理について

３ 課題を踏まえた健康管理について

４ 労働基準法第33条の届出／許可について

５ 厚生労働省の取組



※右図は厚生労働省・
独立行政法人労働者健
康安全機構作成「過重
労働による健康障害を
防ぐために」から抜粋

長時間労働による健康障害のリスクについて

〇時間外・休日労働時間が月100時間または２～６か月平均で月80時間を超えると健康障害のリスクが高まると医学的に評価
されており、脳・心臓疾患の労災認定基準及び時間外・休日労働時間の上限としても同時間数が採用されている。

➡労働者の健康確保
➡仕事と家庭生活の両立等の
ワークライフバランスの達成

時間外労働の上限規制の目的

2024年４月から建設業に時
間外・休日労働の上限規制が
適用されている
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過労死等について

仕事などで身体に非常に高い負荷がかかった場合に、血管の病変等が加齢や食生活等の要因を超え、著しく進
行・悪化し、脳・心臓疾患（脳内出血や脳梗塞、心筋梗塞など）を突然発症することがある。

精神障害（適応障害などの病気）は個人的要因も影響するが、仕事など外部からのストレスにより発症するこ
とがある。また、精神障害によって、正常な判断が行えず自殺してしまう人もいる。

脳・心臓疾患

精神障害
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〇「過労死等」は「業務における過重な負荷による脳血管疾患若しくは心臓疾患を原因とする死亡若しくは業務における強い心
理的負荷による精神障害を原因とする自殺による死亡又はこれらの脳血管疾患若しくは心臓疾患若しくは精神障害」と定義され
ている。

➡長時間労働などの会社の業務が原因で脳・心臓疾患や精神障害を発症し、何らかの障害が残ってしまったり、最
悪死に至ることを「過労死等」という。
➡長時間労働は身体的な面のみならず、精神的な面でも労働者に負荷を与える要因となることから、脳・心臓疾患
については長時間労働及び労働時間以外の負荷要因、精神障害については長時間労働も含めた心理的負荷をどのよ
うに評価するかという労災認定基準が設けられている。
➡脳・心臓疾患や精神障害は、過重な業務等により基礎的病態や疾患が自然経過を超えて著しく増悪・悪化させた
場合にも、業務に内在ないし通常随伴する危険が現実化したものと評価されて労災認定されることになる。そのた
め、健康診断の有所見者や基礎疾患を持つ労働者（特に中高年齢層に多い）の健康管理に留意する必要がある。
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勤務時間の不規則性

拘束時間の長い勤務
休日のない連続勤務
勤務間インターバルが短い勤務
※「勤務間インターバル」とは、終業
から次の勤務の始業までをいいます

不規則な勤務・交替制勤務・深
夜勤務

事業場外における
移動を伴う業務

出張の多い業務
その他事業場外における移動を
伴う業務

心理的負荷を伴う業務 ※改正前の「精神的緊張を伴う業
務」の内容を拡充しました

身体的負荷を伴う業務
作業環境
※長期間の過重業務では付
加的に評価

温度環境

騒音

脳・心臓疾患の労災認定基準について
〇脳・心臓疾患の労災認定基準においては、「発症前１か月におおむね100時間」または「発症前２～６か月間に１か月あたり
80時間」を超える時間外労働が認められる場合」に業務と発症との関連性が強いと評価される。

〇労働時間以外の負荷要因も総合評価して労災認定を行うことを改めて明確化する改正が令和３年に行われている。

一定の労働時間以外の負荷要因

【改正前】
発症前１か月におおむね100時間または発症前２か月間ないし
６か月間にわたって、１か月あたり80時間を超える時間外労働
が認められる場合について業務と発症との関係が強いと評価で
きることを示していました。

【改正後】
上記の時間に至らなかった場合でも、これに近い時間外労働を
行った場合には、「労働時間以外の負荷要因」の状況も十分に
考慮し、業務と発症との関係が強いと評価できることを明確に
しました。

１
長期間の過重業務の評価にあたり、労働時間と
労働時間以外の負荷要因を総合評価して労災認
定することを明確化しました

労働時
間

発症前１か月間に100時間
または

２～６か月間平均で月80時間を超え
る時間外労働の水準には至らないがこ
れに近い時間外労働

業務と発症
との関連が
強いと評価

労働時間以外の負荷要因の見直しを行い、赤字の項目を新たに
追加しました。

２ 長期間の過重業務、短期間の過重業務の労働時
間以外の負荷要因を見直しました
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精神障害の労災認定基準について

〇精神障害の労災認定基準においては、長時間労働時間やその他の業務上の出来事により、強い心理的負荷が認められた場合に
業務と発症との関連性が強いと評価される。業務上の出来事には、パワーハラスメントやセクシュアルハラスメントも含まれる。

〇精神障害は様々な要因により発症し得るが、「業
務以外の心理的負荷や個体側要因により発病したと
は認められないこと」も労災認定の要件となる。

〇精神障害は時間外・休日労働時間が月100時間ま
たは２～６か月平均で月80時間を超えた場合に即時
に業務と発症との関係が強いと評価されるものでは
なく、その他の業務上の出来事との総合評価となる。
ただし、発症前１か月に160時間を超えていたよう
な場合は、長時間労働のみで業務と発症との関係が
強いと評価される。

「強」になる例
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建設業における過労死等の労災認定状況（全国・令和５年度）

〇建設業については、脳・心臓疾患や精神障害の支給決定（認定）件数の多い業種の上位に位置している。

※「総合工事業」は、主として土木施
設・建築物を完成することを発注者に
対し直接請け負う事業または自己建設
で行う事業
※「設備工事業」は、主として電気工
作物・電気通信信号施設・空気調和設
備・給排水・衛生設備・昇降設備・そ
の他の機械装置などの設備を完成する
ことを発注者に対し直接請け負う事業
または自己建設で行う事業及び下請と
してこれらの設備の一部を構成するた
めの設備工事を行う事業
※「職別工事業」は、主として下請と
して工事現場において建築物または土
木施設などの工事目的物の一部を構成
するための建設工事を行う事業
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脳・心臓疾患の支給決定件数の多い業種 精神障害の支給決定件数の多い業種

※厚生労働省公表資料「令和５年度過労死等の労
災補償状況」を加工して作成



建設業の過労死等の労災支給決定事案の分析及びアンケート調査（全国）
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〇国の過労死等に関する実態調査の一環として、令和３年度に過去（平成22年度から令和元年度）の過労死等の労災
支給決定事案の分析及び建設業の事業場に対するアンケート調査が実施されている。

第１図

第２図 第３図

〇平成25年以降は脳・心臓疾患の認定件数を精神障害の認定件数
が上回っている状況が続いている。
〇第１図以降の認定件数の推移としては、
・脳・心臓疾患については、令和２年度︓27件、令和３年度︓
17件、令和４年度︓30件、令和５年度︓23件
・精神障害については、令和２年度︓43件、令和３年度︓37件、
令和４年度︓53件、令和５年度︓82件

となっており、特に精神障害について増加の傾向にある。
〇第２図・第３図の年齢階層別の割合を全産業と建設業で比較す
ると、建設業では
・脳・心臓疾患については60歳以上
・精神障害については40歳以上

が割合として大きくなり、中高年齢労働者の健康確保が課題とさ
れる。

認定件数

※上図は厚生労働省公表の「令和４年度過労死等防止対策白書」から抜粋



建設業の過労死等の労災支給決定事案の分析及びアンケート調査（全国）
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精神障害事案
〇精神障害認定事案の具体的出来事の割
合を確認すると、建設業では「２週間以
上にわたって連続勤務を行った」・
「（重度の）病気やケガをした」の２項
目が多く、全産業平均の割合の約２倍と
なっており、精神障害の防止のためには、
災害発生防止や長時間労働の防止ととも
に、休日の確保も課題として浮き上がる。

第４図



建設業の過労死等の労災支給決定事案の分析及びアンケート調査（全国）
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〇所定外労働が生じる理由を「建設事業の就業者と事業場別」、「建設事業場の業種別」でアンケート調査している。

第５図 第６図

〇所定外労働が生じる理由について、就業者と事業場側で回答割合の差
が大きいものもあり、労働時間削減の取組を検討する際には労働者に実
状を再確認する必要がある。

〇所定外労働が生じる理由
については、総合工事業・
職別工事業・設備工事業の
業種ごとに回答割合の差が
大きいものがあり、労働時
間削減には仕事の特性に応
じた対策が必要となる。



令和４年度・５年度の建設業監督指導状況（滋賀労働局管内）
（労務管理主眼の監督指導状況）
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〇労働基準監督署による建設業の事業場に対する監督指導は、大きく分けると建設現場に対する労働災害防止主眼の監督指導と、
事業場事務所に対する労務管理主眼の監督指導となる。

〇建設業の労務管理主眼の監督指導においては、不適切な労働時間管理や割増賃金不払いについて指導が行われることが非常に
多い。また、上限規制適用前の時期であったにもかかわらず、時間外労働に係る違反も多くの事業場で認められた。

違反条文 違反概要 違反件数
（実施66件中） 違反率 【参考】建設業を除いた全

業種での違反率（令和4年）

労基法第15条 労働条件を書面で明示していない・
明示事項が不足している 16件 24.2％ 13.0％

労基法第32条 36協定未届で時間外労働・36協定を
超過した時間外労働 33件 50.0％ 20.2％

労基法第37条 割増賃金未払い・割増賃金計算方法
の誤りによる支払不足 35件 53.0％ 21.4％

労基法第39条 有給休暇を年5日付与していない 12件 18.2％ 10.9％

労基則第24条の７ 有給休暇管理簿を作成していない 11件 16.7％ 9.4％

労基法第89条 就業規則未届（変更の上届出できて
いない場合も含む） ５件 7.6％ 7.2％

労基法第108条 賃金台帳に労働時間数等未記載 22件 33.3％ 8.0％

〇建設業の労務管理については他の業種に比較して総じて違反率が高い状況であるが、特に労働時間に関係する違反率は２倍以上と
なっており、適正な労働時間管理の実施とそれに伴う適正な割増賃金等の支払が課題となる。また、若年労働者が重視する有給休暇
の取得や労働条件明示に関しても違反率が高い状況が認められる。



令和４年度・５年度の建設業監督指導状況（滋賀労働局管内）
（労務管理主眼の監督指導状況）
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違反条文 違反概要 違反件数
（実施66件中） 違反率 【参考】建設業を除いた全

業種での違反率（令和4年）

安衛法第66条 健康診断を実施していない ５件 7.6％ 10.8％

安衛法第66条の４ 健康診断の有所見者に係る就業上の
措置を医師から意見聴取していない 16件 24.2％ 15.1％

安衛法第66条の８
の３ 労働時間の状況を把握していない 21件 31.8％ 6.1％

〇現場の新規入場の際に健康診断実施有
無が確認される関係等から健康診断実施
に係る違反率は他の業種に比較して低い
ものの、実施後の事後措置が講じられて
いない事業場が多く認められる。また、
健康管理のための労働時間状況の把握も
行われていない事業場が多い。
〇建設業ではいわゆる過労死ラインで勤
務する労働者が全体の約12％の事業場に
認められたが、そもそも労働時間が未把
握または不十分の事業場が多く、実態で
はその割合が更に膨らむ可能性が高い。

労働時間が最も長い労働者の
時間外・休日労働時間数

件数
（実施66件中） 割合

月45時間以下 44件 66.7％

月45時間超～80時間 14件 21.2％

月80時間超～100時間 ２件 3.0％

月100時間超～150時間 ３件 4.5％

月150時間超 ２件 3.0％

月200時間超 １件 1.5％
労働時間未把握・不正確

（※労働者の一部が未把握等の場合も含む） 25件 37.9％

過労死
ライン



〇令和６年４月から罰則付きの時間外労働の上限規制が
建設業にも適用されているが、上限規制の主目的は労働
者の健康確保であることを忘れてはならない。
不適正な労働時間管理により、時間外労働を過小に評

価して上限規制を免れ、長時間労働を放置することは結
果的に労働者の健康被害につながるため、あってはなら
ず、労働時間管理を適正に行い、現状を正しく理解した
上で時間外労働の削減に取り組む必要がある。
また、併せて労働者、特に中高年齢層や異常所見を持

つ労働者の健康管理にも取り組む必要がある。

〇左表のアンケートのとおり、労働者が建設業で働き続
けるために求めている事項は、休日・休暇の確保、労働
時間の短縮、仕事の内容に応じた賃金の支払といった基
本的な労働条件・労務管理に関する事項である。
その一方で、建設業に対する労働基準監督署の監督指

導状況等を踏まえれば、労働時間管理が適切に行われて
おらず、労働時間に応じた割増賃金が支払われていない、
労働者が重視する有給休暇の管理が不十分など、基本的
な労務管理ができていない事業場が多く認められる。
結果的に、労働者が働き続けるために求めている事項

と相反する労働条件となっており、労働者、特に若年労
働者の新規採用や定着に大きなマイナス要素となってい
る。

建設業における過労死等の労災支給決定事案の分析・アンケート調査・監督指導状況
等を踏まえた労務管理上の課題について
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※厚生労働省公表資料「建設業における雇用管理現状把握実態
調査報告書（令和５年度調査）」から抜粋

労働者アンケート 労務管理上の課題



１ 建設業における過労死等の状況や労働基準監督署の
監督指導結果を踏まえた労務管理上の課題について

２ 課題を踏まえた労務管理について

３ 課題を踏まえた健康管理について

４ 労働基準法第33条の届出／許可について

５ 厚生労働省の取組



⑦昇給に関する事項

●使用者が労働者を採用するときは、賃金、労働時間その他の労働条件を書面等で明示しなければなら
ない。なお、労働者が希望した場合には、
①ファクシミリの送信
②電子メール等の送信（労働者が電子メール等の記録を出力することにより書面を作成することがで

きるものに限る）により明示することも可能である。
●労働者は、明示された労働条件と事実が相違している場合は即時に労働契約を解除することができる。

＜労務管理＞ １．労働条件の明示について

労働条件の明示について（労働基準法第15条）

① 労働契約の期間
② 有期労働契約を更新する場合の基準（有期労働契約の
通算契約期間または更新回数の上限を含む）
③ 就業の場所・従事する業務の内容（就業の場所・業務
の変更の範囲を含む）
④ 始業・終業時刻、所定労働時間を超える労働の有無、
休憩時間、休日、休暇（年休を含む）、交替制勤務をさ
せる場合は就業時転換に関する事項
⑤ 賃金の決定・計算・支払の方法、賃金の締切、支払の
時期に関する事項
⑥ 退職に関する事項（解雇の事由を含む）

労働条件の明示事項について

⑧ 退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当
の決定、計算・支払の方法、支払の時期に関する事項
⑨ 臨時に支払われる賃金・賞与などに関する事項
⑩ 労働者負担させる食費・作業用品その他に関する事項
⑪ 安全衛生に関する事項
⑫ 職業訓練に関する事項
⑬ 災害補償、業務外の傷病扶助に関する事項
⑭ 表彰、制裁に関する事項
⑮ 休職に関する事項

必ず明示しなければならない事項

書面の交付等によらなければならない事項

定めをした場合に明示しなければならない事項

❶ 昇給の有無 ❷ 退職手当の有無 ❸ 賞与の有無
❹ 相談窓口（相談担当者の氏名、役職、相談部署等）

パートタイム労働者・有期雇用労働者の場合

※赤字は2024年４月からの追加事項 15



＜労務管理＞ １．労働条件の明示について
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＜労務管理＞ １．労働条件の明示について

〇労働条件の明示は、
後の労働紛争発生を
防止するために非常
に重要となる。
〇近年は高校や大学
での就労支援の一環
として、労働法関連
の研修や授業が行わ
れるようになってお
り、労働条件通知書
の交付がない、もし
くは内容が不明確な
企業はブラック企業
やブラックバイトに
該当する可能性が高
いと教示されている
ので、適切に対応さ
れたい。

労
働
条
件
通
知
書
の
記
載
例
に
つ
い
て
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労働基準法では、労働時間は原則として、１日８時間・１週40時間以内とされている（「法定労働時間」という。）。
また、休日は原則として、毎週少なくとも１回与えることとされている（「法定休日」という。）。

法定労働時間を超えて労働者に時間外労働をさせる場合や法定休日に労働させる場合には、
労働基準法第36条に基づく労使協定（36（サブロク）協定）の締結
所轄労働基準監督署長への届出
が必要となる。

 36協定では、「時間外労働を行う業務の種類」や「時間外労働の上限」などを決めなければならない。

＜労務管理＞ ２．時間外・休日労働の上限規制について
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労働時間・休日の規定について（労働基準法第32・35条・36条）

労働基準
法違反と
なる場合

■36協定を届出せずに、労働者に法定労働時間を超えて時間外労働をさせた場合や法定休日労働さ
せた場合は、即時に労働基準法違反となる。
■36協定を届出していても、36協定で協定した上限を超えて、労働者に時間外労働や法定休日労働
をさせた場合は、労働基準法違反となる。
■36協定の内容にかかわらず、法律上の上限を超えた時間外・休日労働は労働基準法違反となる。

〇発注者や元請に求められて36協定を届出し
ていても、協定の範囲内での時間外労働や休
日労働の管理が行えていない事業場が多い。
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＜労務管理＞ 3．休日（法定休日）

使用者は、
少なくとも１回／週、または、４日以上／４週

の休日を与えなければならない。（労働基準法第35条）

休日（法定休日）の要件について

趣旨

解釈

参考

●週休制（１回／週に継続24時間の休日）の原則を規定したもの。

●休日は単に連続24時間の休業ではなく、暦日を指し、午前０時から午後12時までの
休業をいう。
なお、番方編成による交替制の休日は、
① 就業規則に定められた制度としての運用である
② 交替がその都度設定されるものではない

場合は、継続24時間を与えれば足りる。
●毎週１回の休日が確保されることが望ましいため、４週４日の休日については例外
とされている。また、４週４日の休日については、労働基準法施行規則第12条の2に
より、その起算日を就業規則等で明らかにすることとされている。
→４週＝１か月ではないため、４週がどの日からスタートしたのかの管理に手間を要
する。
＜例＞令和５年４月１日から開始

最初の４週︓4/1～4/28まで 次の４週︓4/29～5/26 ・・・
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＜労務管理＞ 3．振替休日・代休について

振替休日・代休における留意点について

振替
前

日 月 火 水 木 金 土
休 労 労 労 労 労 休

振替
後

日 月 火 水 木 金 土
休 労 労 労 休 労 労

➣同一週の中で、土曜日の
休日を木曜日の出勤と振替。
週における労働時間は40時
間で振替前後で変更は生じ
ていないため、時間外労働
は発生していない。

振替休日 代休

制度 予め休日を他の勤務日と振替すること。 休日労働や長時間労働の代償として、事後
的に他の労働日を休日に指定すること。

日の指定 予め事業主が指定する。 事業主、労働者どちらが指定してもよい。

時間外・休日労働
割増賃金

同一週内で振り替えた場合は、通常、休日労働
や時間外労働とならず、割増賃金は必要ない。
週をまたがって振替した結果、その週の法定労
働時間を超えた場合は時間外労働となり、割増
賃金が必要となる。

同一週内で法定休日労働の代償として代休
を取得した場合でも、法定休日労働を行わ
せたことに変化はなく、割増賃金が必要と
なる。

一般的な振替休日
※労働日の労働時間は１日８時間とする。
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＜労務管理＞ 3．振替休日・代休について

➣土曜日の休日を翌週の木
曜日の出勤と振替。
振替休日は取得している

が、１週目の労働時間は結
果として40時間を超えてい
る（48時間）ため、時間外
労働扱いとなり、割増賃金
（×0.25の部分）の支払義
務も残る。
代休とした場合も同様。

振替
後

１週
目

日 月 火 水 木 金 土
休 労 労 労 労 労 労

２週
目

日 月 火 水 木 金 土
休 労 労 労 休 労 休

振替休日を取得しても時間外労働となるケース

振替
前

１週
目

日 月 火 水 木 金 土
休 労 労 労 労 労 休

２週
目

日 月 火 水 木 金 土
休 労 労 労 労 労 休

➣建設業においては、振替休日や代休の制度を誤認し、別週で振替休日を与えた場合や、後になっ
て代休を取得した場合に、正しく時間外労働をカウントしていない（割増賃金を支払っていない）
事業場が認められる。また、代休を取得するよう労働者に指示をしていることを理由に、労働者が
代休を取得しないまま長期間が経過しているにも関わらず、割増賃金の清算や時間外労働のカウン
トを行っていないケースも認められる。なお、割増賃金は毎月清算する必要がある。

※労働日の労働時間は１日８時間と
する。
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労働時間適正把握ガイドラインの内容について

●使用者には、労働時間を適切に管理する責務あり。

● 労働者の労働日ごとの始業終業時刻を確認・記録
● 確認・記録の原則的な方法は、
① 使用者が、自ら現認すること
② タイムカード、ICカード、パソコンの使用時間

の記録等の客観的な記録を基礎とすること
● 時間管理を自己申告制で行わざるを得ない場合は、下表の措置を講じること。

自己申告制の場合に講ずべき措置

① 実態を正しく記録･適正に自己申告することを対象者に十分説明

② 実際に労働時間を管理する者にも十分説明

③ 把握時間と実際の時間が合致しているか、必要に応じ実態調査を実施･補正（社内にいたデー
タと著しい乖離の場合は実施）

④ 申告を超える在社理由を報告させる場合、報告が適正かを確認

⑤ 申告できる時間数の上限設定や上限を超える申告を認めないなどの、適正な申告を阻害する
措置を講じないこと

＜労務管理＞ 4．労働時間の管理について

労働時間の適正な把握のために使用者が講
ずべき措置を具体的に明らかにしたガイド
ラインが設けられている。

責務

措置



○ いわゆる「手待時間」
使用者の指示があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れることが保障されていない状態で待機等している時間

（いわゆる「手待時間」）は、労働時間に当たる。
※例えば、急な需要に備えて自宅待機を命じる場合、待機時間の自由利用が労働者に保障されていないときは労働時間に当たるが、緊急対応の頻度
が少なく、自宅待機中に食事や入浴などの日常的な活動や外出をすることが特段規制されていないなど、実質的に使用者の指揮命令下にあるとまで
はいえないときは、一般的には労働時間に当たらないとされている。
○ 移動時間
直行直帰や、移動時間については、移動中に業務の指示を受けず、業務に従事することもなく 、移動手段の指示も受けず、自由な利用が保障され

ているような場合には、労働時間に当たらない。
※例えば、次のような場合は、一般的に労働時間に当たるとされている。
・移動手段として、社用車に乗り合いで現場に向かうこと等が指示されている場合
・現場に移動する前に会社に集合して資材の積み込みを行う場合や、現場から会社に戻った後に道具清掃・資材整理を行うことが指示されている
場合、移動の車中に使用者や上司も同乗して打合せが行われている場合

○ 着替え、作業準備等の時間
使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着用を義務付けられた所定の服装への着替え等）や業務終了後の業務に関連した
後始末（清掃等）を事業場内において行う時間は、労働時間に当たる。
（労働時間となる例）①作業開始前の朝礼の時間、②作業開始前の準備体操の時間、③現場作業終了後の掃除時間

○ 安全教育などの時間
参加することが業務上義務付けられている研修や教育訓練を受講する時間は、労働時間に当たる。
（労働時間となる例）①新規入場者教育の時間、②ＫＹミーティングの時間

＜労務管理＞ 4．労働時間の管理について
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● 労働基準法における労働時間とは、使用者の指揮命令下にある時間のことをいう。使用者の明示又は黙示の指示により労働者が業務に
従事する時間は労働時間に当たる。
● 労働者を必ずしも現実に活動させていなくとも、使用者の指揮命令下にある時間であれば労働時間に当たる。
● 労働時間か否かは個別判断であるが、労働時間の考え方そのものは、業種によって異なるものではない。

労働時間の考え方について

建設業の労働時間で問題になりやすいケース



＜労務管理＞ 4．労働時間の管理について

24

●出勤簿に押印または日報に名前を記載する出勤管理のみで、労働時間管理が全く行われてないケース
●始業時だけタイムカードを打刻させることによる出勤管理のみで、終業時の打刻を行わせていないケース
●時間外労働があった場合のみ出勤簿に時間数を記載させるまたは残業申請書を提出させる管理のみに留まっており、
始業・終業時刻が把握されていないケース
●現場に移動する前に会社に一旦集合して資材の積み込み等を指示しているにもかかわらず、同積み込みの時間や移
動時間を労働時間としてカウントせず、現場に到着してからの現場業務の開始時刻を始業時刻としているケース
●直行直帰時の始業・終業時刻が把握されていないケース
●グループLINEで出退勤時刻を報告させる方法で労働時間管理を行っているが、報告がないことが常態化しており、
実質的に労働時間管理が行われていないケース
●外国人技能実習生は労働時間把握されているが、日本人労働者は労働時間管理が全く行われていないケース
●固定残業代を支給していることを理由に労働時間管理が全く行われていないケース
●固定残業代相当分の時間外労働時間数を超える時間を時間外労働時間数として取り扱っていないケース
●週６日勤務に際し、週40時間を超えた労働時間を時間外労働時間数として取り扱ってないケース

●一定時間を超える時間外労働時間数を時間代休としてストックさせ、翌月以降に代休取得させる制度があることを
理由に、その一定時間を超える時間を当該月の時間外労働時間数として取り扱っていないケース

日 月 火 水 木 金 土 合計時間

休 ８ ８ ８ ８ ８ ８ 40＋８
（８は時間外労働）

労働基準監督署が実際に違反指摘・指導したケース



＜労務管理＞ 4．労働時間の管理について
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賃金台帳等の調整について（労働基準法第107・108・109条）

●労働者の労務管理を適切に行うため、事業場ごとに労働者名簿及び賃金台帳を作成し、必要事項を記載しなければ
ならない。また、労働者名簿、賃金台帳、出勤簿、タイムカード等労働関係に関する重要な書類は、３年間保存しな
ければならない。
●賃金台帳には、月ごとの労働時間数、時間外・休日労働時間数及び深夜労働時間数を記載する必要がある。

保存の
起算日

〇建設業においては、⑤⑥の
労働時間数や時間外労働時間
数が記載されていない、また
は適正な時間数が記載されて
おらず、法違反となる事業場
が多く認められる。



＜労務管理＞ 5．時間外・休日労働の上限規制について
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日 月 年

限度時間
（原則）

限度時間
（原則）

特別条項
適用回数

特別条項の
単月上限

複数月（２～６
月）平均上限

限度時間
（原則）

特別条項
の上限

一般の建設
の事業

上限なし◇

45ｈ以下
（休日労働
は含まな
い。）

６回

100ｈ未満
（休日労働含む）

80ｈ以内
（休日労働含む）

360ｈ以下
（ ３か月を超える
対象期間の１年単
位の変形労働時間
制採用の場合は
320ｈ以下）
（休日労働は
含まない。）

720ｈ以下
（休日労働
は含まな
い。）災害時にお

ける復旧・
復興の事業

上限なし
◆（休日労働
含む）

－
（適用なし）

●労働基準法上、時間外労働の上限は原則として月45時間・年360（320）時間となり、臨時的な特別の事情がなければこれを超える
ことができない。なお、臨時的な特別の事情があり、月45時間・年360（320）時間を超えて時間外労働を行わせる場合は特別条項を
締結しなければならず、特別条項を締結・適用し、時間外・休日労働をさせる場合でも以下の内容を超えてはならない。
・一般の建設の事業と災害復旧・復興の事業の合計で、時間外労働が年720時間以内
・一般の建設の事業と災害復旧・復興の事業の合計で、時間外労働が月45時間を超えることができるのは年６か月が限度
・一般の建設の事業においては、時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満
・一般の建設の事業においては、時間外労働と休日労働の合計について、「２か月平均」・「３か月平均」・「４か月平均」・「５
か月平均」・「６か月平均」が全て１月当たり80時間以内
・災害の復旧・復興の事業においては、特別条項で定めた月の（時間外労働と休日労働の合計での）上限時間

●【上表の補足事項】「◇︓法律上の上限規制はないが、36協定で上限を協定することが必要。」「◆︓法律上の上限規制はないが、
36協定で上限を協定することが必要であり、同上限は一般の建設の事業で従事した時間外・休日労働も含めた時間数での上限とな
る。」「－︓災害復旧・復興の事業には複数月平均80時間以内の上限規制の適用がない。」

建設業における時間外・休日労働の上限規制の内容について
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① 36協定は、将来起こるかもしれない事由についてあらかじめ締結するものであり、災害時における復旧及び復
興の事業に従事する場合に関しても、労基法第139条の規定に基づき、36協定の特別条項として、１か月の上限
時間（100時間未満）を超えた延長時間をあらかじめ締結することが可能である。

② ただし、事業として行っているか否かにかかわらず、規模も様々な災害における復旧及び復興の事業について、
無制限に労基法第139条の適用を認めることは制度趣旨に反し妥当ではないため、同条の「災害時における復旧
及び復興の事業」とは、災害により被害を受けた工作物の復旧及び復興を目的として発注を受けた建設の事業を
いい、工事の名称等にかかわらず、特定の災害による被害を受けた道路や鉄道の復旧、仮設住宅や復興支援道路
の建設などの復旧及び復興の事業が対象となる。

③ 例えば、以下のような事業が対象となる。

・公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97号）の適用を受ける災害復旧事業

・国や地方自治体と締結した災害協定（※事業者団体が締結当事者である等、建設事業者が災害協定の締結当事
者になっていない場合も含む。）に基づく災害の復旧の事業

・維持管理契約内で発注者（民間発注者も含む。）の指示により対応する災害の復旧の事業

・複数年にわたって行う復興の事業等

（※）災害が発生した場合には、国・地方自治体と事業者・事業者団体との間で事前に締結した災害協定に基づいて、食糧、医療、運送、
建設、各種ライフライン等に関する事業者が直ぐに復旧作業を行い、後から契約を締結するという取扱いをしている。

（※）公共土木施設災害復旧事業費負担法に基づき、災害により地方自治体が管理している道路や河川が崩壊した場合に、被災した公共
土木施設を国庫補助を受けて速やかに復旧する事業。

災害時における復旧及び復興の事業の対象等について

＜労務管理＞ 5．時間外・休日労働の上限規制について



災害時における復旧及び復興の事業の具体的な上限規制の適用

 ある月に、災害時における復旧及び復興の事業のみに従事した場合、
●単月100時間未満とする規制は、当該月について適用を除外。
当該月については、複数月平均80時間以内とする規制の算定期間には含めない。

● 時間外労働が年720時間以内とする規制、時間外労働が月45時間を超えることができるのは年６か月までの規制の適用あり。

【例】９月に災害が発生し、９月に災害の復旧
・復興事業で110時間の時間外労働を行った場合

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

40時間 80時間 50時間 40時間 90時間 110時間 90時間 60時間 50時間 40時間 40時間 50時間

災
害
復
旧
・

復
興
事
業

の
み
に
従
事

【違反状況】
●上限規制の違反あり（10月と８月で平均80時間を超えている）
●36協定の上限超えの違反あり（月45時間超８回、年740時間）

２～６か月平均80時間以内の上限規制の算定期間

２～６か月平均80時間以内の上限規制算定期間から除外する。
例えば、12月を起点に複数月平均をとる場合は、
12月、11月、10月、８月、７月の平均をとる。
（平均をとる６か月間から９月を除外。）

２～６か月平均80時間以内の上限規制の算定期間

①ある月に災害時における復旧及び復興の事業のみに従事した場合
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９月の
110時
間も含
めて
年740
時間

45
時
間
超
①

45
時
間
超
②

45
時
間
超
③

45
時
間
超
⑤

45
時
間
超
⑥

45
時
間
超
⑦

45
時
間
超
⑧

45
時
間
超
④

９月
も含
めて
45時
間超
８回

８月と10月の１月平均︓90時間＞80時間 法違反

法違反

法違反



災害時における復旧及び復興の事業具体的な上限規制の適用

 基本的な考え方
①一般の建設の事業︓●単月100時間未満、複数月平均80時間以内の上限規制の適用あり

●36協定で協定した一般の建設の事業に関しての上限の適用あり
②災害時における復旧・復興の事業︓●単月100時間未満、複数月平均80時間以内の上限規制の適用除外

●36協定で協定した復旧・復興の事業に関しての上限の適用あり

 ある月に、一般の建設の事業と災害時における復旧及び復興の事業の両方に従事した場合は、

６日～30日
① 80時間

１日～５日
② 40時間

①の業務に係る100時間
の上限規制

①の業務の
36協定の上限80時間

②の業務の
36協定の上限120時間

ここで、①の業務における36協定の上限80時間（②の業務の40時間も含めて計算）に達する
ため、これ以降①の業務で時間外労働を行った部分は36協定の上限超の法違反となる。

②ある月に一般の建設の事業と災害時における復旧及び復興の事業の両方に従事した場合

①の業務で労働させた時間と②の業務で労働さ
せた時間を分けて足し上げて、①の業務で労働
させた時間のみで単月100時間未満の上限規制
の違反の有無は判断されるため、単月100時間
未満の上限規制に関する法違反は無い。
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①一般の建設の事業
36協定の上限は80時

間で締結
②災害時における復旧・
復興の事業

36協定の上限は120時
間で締結

ここで、①の業務における36協定の上限80時間（②の業務の20時間も含めて計算）に達するため、これ以降、①の業
務では時間外労働をできないが、②の業務に関する36協定の上限120時間までは、②の業務でのみ時間外労働が可能。

１日～10日
① 30時間

11日～15日
② 20時間

①の業務の
36協定の上限80時間

16日～20日
① 30時間

②の業務の
36協定の上限120時間

21日～30日
② 40時間

法違反

例１

例２

●36協定の上限についての考え方︓①一般の建設の事業の時間と②災害時における復旧及び復興事業の時間を合わせて適用する。
●上限規制（単月100時間未満）についての考え方

︓①一般の建設の事業の時間のみで適用する（②災害時における復旧及び復興の事業の時間は適用しない）



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

40時間 80時間 50時間 40時間 90時間
①80時間

②40時間
90時間 60時間 50時間 40時間 40時間 50時間

一
般
の
工
事
と
災
害
時
に

お
け
る
復
旧
・
復
興
の

事
業
の
両
方
に
従
事

災害時における復旧及び復興の事業上限規制の適用について

【例】９月に災害が発生し、９月に①一般
の建設の事業で80時間、②災害時における
復旧及び復興の事業で40時間の時間外労働
を行った場合

【違反状況】
●上限規制の違反あり（８月～10月などで平均80時間を超えている）
●36協定の上限超えの違反あり（月45時間超８回、年750時間）︓図示省略

２～６か月平均80時間以内の上限規制の算定期間

●上限規制（複数月平均80時間以下）についての考え方
︓①一般の建設の事業の時間のみで適用する（②災害時における復旧及び復興の事業の時間は適用しない）

複数月平均80時間以内の上限規制の適用に当たっても、

１か月100時間未満の上限規制と同様に、①通常の建設の事業に従事した時間外労働時間のみで考える。

①の80時間のみを２～６か月平均の算定に含める

②ある月に一般の建設の事業と災害時における復旧及び復興の事業の両方に従事した場合
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●８月と９月①の１月平均︓85時間＞80時間 ●９月①と10月の１月平均︓85時間＞80時間

●８月と９月①と10月の１月平均︓86.6時間＞80時間 法違反



労基法33条の許可／届出

災害時の
復旧･復興の対応が
見込まれるか︖

見込まれる

見込まれない
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月45時間超の
時間外・休日労働が
見込まれるか︖

※ 緊急時であっても、可能な限り時間外・休日労働は36協定の範囲内とすること。

36協定の締結･届出が必要
協定事項

旧36協定届（旧様式９号の４）からの変
更点
• 原則として時間外労働を１か月45時間、
１年360時間以内で協定することが必要

• 災害時の復旧・復興の事業を除き、時間外・
休日労働の合計が以下を満たすことを協定
することが必要
✔月100H未満 ✔２～６か月平均80H以内

• １か月45時間を超えて時間外・休日労働を
させることがあるとして特別条項を設ける
場合、特別延長できる回数を年６回までで
協定することが必要

一般条項として
・時間外・休日労働をさせることができる
場合
・その場合の労働者の範囲や人数
・１日／１か月／１年の時間外労働時間数
の限度 等

特別条項として
・月45時間を超える場合における
１か月の時間外・休日労働時間数
／１年の時間外労働時間数
・月45時間を超えることができる回数
（６回まで） 等

特別条項として
・災害時の復旧・復興の事業に従事する
場合における１か月の時間外・休日労働
時間数／１年の時間外労働時間数
・月45時間を超えることができる回数
（６回まで） 等

様式９号の３の３
様式９号
様式９号の３の２
※様式９号の３の２は災害時の復旧・復興
の対応が見込まれる場合

様式９号の２

見込まれない

見込まれる

公益・人命保護のために緊急を要する災害対応により、
36協定に定める限度時間・回数を超える時間外・休日労働があった

＜労務管理＞
5．時間外・休日労働の上限規制について 36協定届等の選択



＜労務管理＞
5．時間外・休日労働の上限規制について
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36協定届の記載例（様式第９号）
月45時間超の時間外・休日労働が
見込まれない場合



＜労務管理＞
5．時間外・休日労働の上限規制について

33

3 6協定届の記載例（様式第９号の２）
月45時間超の時間外・休日労働が見込
まれ、災害時における復旧及び復興の事
業に従事することが見込まれない場合



＜労務管理＞ 5．時間外・休日労働
の上限規制について

34

3 6協定届の記載例（様式第9号の３の２）
月45時間超の時間外・休日労働が見込まれ
ず、災害時における復旧及び復興の事業に
従事することが見込まれる場合
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＜労務管理＞ 5．時間外・休日労働
の上限規制について
● 様式９号の３の３は、限度時間内の時間外労働についての届出書（１枚目）と、限度時間を超える時間外労働についての届出書（２枚目）の２枚の記載が必要です。
● １枚目の記載については、前ページの記載例を参照してください。

3 6協定届の記載例（様式第9号の３の３）
月4 5時間超の時間外・休日労働が見込まれ、
災害時における復旧及び復興の事業に従事
することが見込まれる場合



●時間外、深夜（午後10時～午前５時）に労働させた場合には２割５分以上、法定休日に労働させた場合には3割
５分以上の割増賃金を支払わなければならない。
●時間外労働が１か月60時間を超えた場合には、超えた時間について５割以上の割増賃金を支払わなければならな
い。

●割増賃金額＝ １時間当たりの賃金額 × 割増賃金率 ×
時間外・休日・深夜
労働を行わせた時間数

＜１時間当たりの賃金額の計算方法＞

※１ 月によって所定労働時間数が異なる場合は、１年間における
1か月平均所定労働時間数

※２ 日によって所定労働時間数が異なる場合は、１週間における
1日平均所定労働時間数

※３ 総労働時間数には、当該期間に時間外・休日労働を行った
時間を含める

月給制の
場合

日給制の
場合

出来高払制
の場合

当該期間中の出来高給賃金総額
当該期間中の総労働時間数（※３）

月決め賃金（+諸手当）支給総額
１か月の所定労働時間数（※１）

日決め賃金（+諸手当）支給総額
１日の所定労働時間数（※２）

割増賃金の支払に関する規定について（労働基準法第37条）

＜労務管理＞ 6．割増賃金の支払について

算定方法

家族手当（扶養家族数またはこれを基礎とする家族手当額を基礎として算出される手当） 住宅手当（住宅に要する費用に応じて算定される手当）

通勤手当（通勤距離または通勤に要する実費用に応じて算出される手当） 別居手当

臨時に支払われた賃金 子女教育手当

１か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与及び1か月を超える期間によって算定される
手当等）

●「１時間当たりの賃金額」を計算するための基礎となる賃金は、下表の手当を除いて労働者に支払われるすべて
の賃金をいう。なお、下表の賃金に該当するかどうかは、名称によらず、実質で判断される。
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●以前まで月60時間超の時間外労働の割増賃金率は、中小企業︓25％ 大企業︓50％であり、中小企業は割増賃金率
の引き上げを猶予されていたが、法改正により2023年４月から、中小企業も50％に引き上げることとされた。

2023年
４月から

１か月の時間外労働
１日８時間・
１週40時間

を超える労働時間

60時間
以下 60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 50%

改正前

１か月の時間外労働
１日８時間・
１週40時間

を超える労働時間

60時間
以下 60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 25%

月60時間超の割増賃金率
の引き上げ

＜労務管理＞ 6．割増賃金の支払について

●労使協定を締結すれば、時間外労働が月60時間を超えた場合の、割増賃金率が25％（以上）から50％（以上）に引
き上げられた部分の割増賃金の代わりに有給の休暇（１日または半日の単位）を付与することができる（労働者が希
望する場合）。
代替休暇の時間数＝（１か月の時間外労働時間数－60）×換算率（※）

※換算率は「代替休暇を取得しなかった場合の割増賃金率－代替休暇を取得した場合の割増賃金率」のことで、法定
どおりの割増賃金率の設定であれば0.25 37



例）所定労働時間が午前８時30分から午後５時（休憩１時間）までの場合

●午後 5:00  ～ 午後 5:30
→１時間当たりの賃金×1.00×0.5時間

●午後 5:30  ～ 午後 10:00
→１時間当たりの賃金×1.25×4.5時間

●午後 10:00  ～ 午前 5:00
→１時間当たりの賃金×1.50（※）×７時間

※時間外割増1.25+深夜割増0.25

法定時間内残業

法定時間外残業

法定時間外
＋深夜残業

7.5時間 0.5時間 4.5時間 7時間

8:30AM 5:00PM 5:30PM 10:00PM 5:00AM

所定労働時間 法定時間内
残業

法定時間外残業 法定時間外＋深夜残業

２割５分以上 ５割以上

割増賃金率の例（時間外・深夜労働）

＜労務管理＞ 5．割増賃金の支払について
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例）法定休日に午前８時30分から午後12時（休憩１時間）まで労働させた場合

●午前 8:30 ～ 午後 10:00 (休憩1時間）
→１時間当たりの賃金×1.35×12.5時間

●午後 10:00 ～ 午後 12:00
→１時間当たりの賃金×1.60（※）×2時間

※休日割増1.35+深夜割増0.25

法定休日労働

法定休日労働
＋深夜残業

12.5時間 2時間
8:30AM 10:00PM 12:00PM

法定休日労働 法定休日労働＋深夜残業

割増賃金 ３割５分以上 割増賃金 6割以上

＜労務管理＞ 5．割増賃金の支払について

割増賃金率の例（休日労働）
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●固定残業代とは、あらかじめ一定の時間外労働や深夜労働などを想定し、その労働に対する割増賃金を、毎月固
定の額で支払うもので、「定額残業代」「みなし残業代」とも呼ばれている。
固定残業代に関する労働基準法上の規定は特になく、禁止されているものではないが、事業場での支払の基準が

不明確であったり、法定計算された割増賃金に比して固定残業代の額が低額である等の不適正な取扱いを理由とし
た労使トラブルが多く、採用する際には民事裁判の判例も踏まえて適正に取り扱う必要がある。
＜最高裁判決の紹介＞
「固定残業代」に関連する判例として、最高裁平成29年7月7日小法廷判決では、
・労働基準法37条は法令に定められた方法により算定された額を下回らない額の割増賃金を支払うことを義務付
けるにとどまると解され、労働者に支払われる基本給や諸手当にあらかじめ含める方法により割増賃金を支払う
という方法自体が直ちに同条に反するものではない。
・割増賃金を予め基本給等に含める方法で支払う場合において、使用者が労働者に対して労働基準法37条の定め
る割増賃金を支払ったとすることができるか否かを判断するためには、その判断の前提として、労働契約におけ
る基本給等の定めにつき、通常の労働時間の賃金に当たる部分と割増賃金に当たる部分とを判別することができ
ることが必要である。
・割増賃金に当たる部分の金額が、労働基準法37条等により定められた方法により算定した割増賃金の額を下回
るときは、使用者がその差額を労働者に支払う義務を負う。

と判示された。
➡固定残業代の制度を導入する場合には、上記の最高裁判例が示す基準、すなわち、
①通常の労働時間に対応する賃金部分と割増賃金に対応する部分が判別できるようにする必要があること
②割増賃金に対応する部分が法定計算した割増賃金額を下回る場合はその差額を支払う必要があること

を満たさない場合には、その固定残業代の制度は無効と判断される可能性が高いことに留意する必要がある。
また、①②の基準が守られていても、あまりに長時間の固定残業代については、「長時間の時間外労働を恒常的

に労働者に行わせることを予定していたわけではないことを示す特段の事情が認められる場合はさておき、通常は、
基本給のうちの一定額を月間80時間分相当の時間外労働に対する割増賃金とすることは、公序良俗に違反するもの
として無効とするのが相当である。」とされた判例もあるので留意されたい。 40

＜労務管理＞ 5．割増賃金の支払について

固定残業代の取扱いについて



継続勤務年数 ６か月 １年
６か月

２年
６か月

３年
６か月

４年
６か月

５年
６か月

６年
６か月以上

付与日数 10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日

※ 対象労働者には管理監督者や有期雇用労働者も含まれる。

●雇入れの日から起算して6か月継続勤務し、全所定労働日の8割以上出勤した労働者（※）に対しては、一定日数の
年次有給休暇を与えなければならない。

＜労務管理＞ 6．有給休暇の付与について

有給休暇の付与に関する規定について（労働基準法第39条）

付与日数
（原則）

週所定労
働日数

１年間の
所定労働日数

継続勤務年数

６か月 １年
６か月

２年
６か月

３年
６か月

４年
６か月

５年
６か月

６年
６か月以上

４日 １６９日～
２１６日

付
与
日
数

７日 ８日 ９日 １０日 １２日 １３日 １５日

３日 １２１日～
１６８日 ５日 ６日 ６日 ８日 ９日 １０日 １１日

２日 ７３日～
１２０日 ３日 ４日 ４日 ５日 ６日 ６日 ７日

１日 ４８日～
７２日 １日 ２日 ２日 ２日 ３日 ３日 ３日

付与日数
（比例付与）

●パートタイム労働者な
ど、所定労働日数が少な
い労働者については、年
次有給休暇の日数は所定
労働日数に応じて比例付
与される。
●比例付与の対象となる
のは、所定労働時間が週
30時間未満で、かつ、週
所定労働日数が４日以下
または年間の所定労働日
数が216日以下の労働者。
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種類 内容 労使協定
の締結

計画年休
計画的に取得日を定めて年次有給休暇を与えることが可能です。ただ
し、労働者が自ら請求・取得できる年次有給休暇を最低５日残す必要
があります。

必要

半日単位
年休

年次有給休暇は１日単位で取得することが原則ですが、労働者が半日
単位での取得を希望して時季を指定し、使用者が同意した場合であれ
ば、１日単位取得の阻害とならない範囲で、半日単位で年次有給休暇
を与えることが可能です。

-

時間単位
年休

年次有給休暇は１日単位で取得することが原則ですが、労働者が時間
単位での取得を請求した場合には、 年に５日を限度として、時間単位
で年次有給休暇を与えることが可能です。

必要

特別休暇
年次有給休暇に加え、休暇の目的や取得形態を任意で設定できる会社
独自の特別な休暇制度を設けることも可能です。
※法定の年次有給休暇ではありません。

-

時間単位年休及び特別休暇は「年５日の年次給休暇の確実な取得」の対象とはな
りません。

︕

有給休暇の付与の種類

＜労務管理＞ 6．有給休暇の付与について
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●法定の年次有給休暇の付与日数が10日以上の労働者に対し、その日数のうち５日については基準日（年次有給休暇
発生日）から１年以内に、その取得時季を指定して付与する等の方法（時季指定）により取得させなければならない。
●年５日の付与に関しては、「使用者による時季指定」、「労働者自らの請求・取得」、「計画年休」のいずれかの
方法で労働者に年５日以上の年次有給休暇を取得させれば足りる。
●対象労働者には管理監督者や有期雇用労働者も含まれる。

2024/4/1
入社

10日付与（基準日）

2024/10/1～2025/9/30までの１年間に
５日年休を取得させなければなりません。

（例）入社日︓2024/4/1 休暇付与日︓2024/10/1（10日付与）

2024/10/1 2025/9/30

③既に５日以上の年次有給休暇を請求・取得している労働者に対しては、使用者による時季指定をする必要はな
く、また、することもできない。

＜労務管理＞ 6．有給休暇の付与について

年５日の有給休暇の確実な取得について

①時季指定については、年次有給休暇が10日以上付与される労働者が対象となる。
②使用者は、労働者ごとに、年次有給休暇を付与した日（基準日）から１年以内に５日について、取得時季を
指定して年次有給休暇を取得させなければならない。

有給休暇の時季指定
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●有給休暇については、時季、日数及び基準日を労働者ごとに明らかにした書類（年次有給休暇管理簿）を作成し、
当該年休を与えた期間中及び当該期間の満了後３年間保存しなければなりません。

年次
有給
休暇
取得
日数

基準日
2024/４/１

取得日数
１8日

年次有給休暇を取
得した日付

2024/
4/4(木)

2024/
5/7(火)

2024/
6/3(月)

2019/
7/1(月)

2019/
8/1(木)

2019/
8/13(火)

2019/
8/14(水)

2019/
8/15(木)

2019/
8/16(金)

2024/
8/19(月)

2024/
9/2(月)

2024/
10/9(水)

2024/
11/5(火)

2024/
12/6(金)

2025/
1/14(火)

2025/
2/10(月)

2025/
3/19(水)

2025/
3/21(金)

日数

時季（年次有給休暇を取得し
た日付）

(例）労働者名簿または賃金台帳に以下のような必要事項を盛り込んだ表を追加する。

（補足）基準日が２つ存在する場合には、基準
日を２つ記載する必要があります。

（補足）基準日から１年以内の期間における年休取得日数
（基準日が２つ存在する場合には１つ目の基準日か
ら２つ目の基準日の１年後までの期間における年休
取得日数）を記載する必要があります。

基準日

＜労務管理＞ 6．有給休暇の付与について

有給休暇管理簿の作成・保存について
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１ 建設業における過労死等の状況や労働基準監督署の
監督指導結果を踏まえた労務管理上の課題について

２ 課題を踏まえた労務管理について

３ 課題を踏まえた健康管理について

４ 労働基準法第33条の届出／許可について

５ 厚生労働省の取組



＜健康管理＞ １．健康診断及び有所見者への対応について

46

＜※1︓ 労働安全規則第13条第1項第2号に掲
げる業務＞
イ 多量の高熱物体を取り扱う業務及び著しく
暑熱な場所における業務
ロ 多量の低温物体を取り扱う業務及び著しく
寒冷な場所における業務
ハ ラジウム放射線、エツクス線その他の有害
放射線にさらされる業務
ニ 土石、獣毛等のじんあい又は粉末を著しく
飛散する場所における業務
ホ 異常気圧下における業務
ヘ さく岩機、鋲打機等の使用によつて、身体
に著しい振動を与える業務
ト 重量物の取扱い等重激な業務
チ ボイラー製造等強烈な騒音を発する場所に
おける業務
リ 坑内における業務
ヌ 深夜業を含む業務
ル 水銀、砒素、黄りん、弗化水素酸、塩酸、
硝酸、硫酸、青酸、か性アルカリ、石炭酸その
他これらに準ずる有害物を取り扱う業務
ヲ 鉛、水銀、クロム、砒素、黄りん、弗化水
素、塩素、塩酸、硝酸、亜硫酸、硫酸、一酸化
炭素、二硫化炭素、青酸、ベンゼン、アニリン
その他これらに準ずる有害物のガス、蒸気又は
粉じんを発散する場所における業務
ワ 病原体によつて汚染のおそれが著しい業務
カ その他厚生労働大臣が定める業務

➡2023年４月から、有機溶剤、特定化学物質（特別管理物質等を除く）、鉛、四アルキル鉛に関する特殊健康診断の実施頻度に
ついて、作業環境管理やばく露防止対策等が適切に実施されている場合には、その実施頻度（通常は６月以内ごとに１回）を１
年以内ごとに１回に緩和することができることとされました。



＜健康管理＞ １．健康診断及び有所見者への対応について

47

健
康
診
断
の
実
施
に
つ
い
て
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＜健康管理＞ ２．長時間労働者に関する健康障害防止措置について

厚生労働省・独立行政法人労働
者健康安全機構作成
「過重労働による健康障害を防
ぐために」から

長時間労働者への面接指導の実施について



＜健康管理＞ ２．長時間労働者に関する健康障害防止措置について
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＜健康管理＞ ２．労働時間状況の把握

健康管理の観点での労働時間状況の把握の義務化

平成31年
労働安全
衛生法改正

（旧法）
割増賃金を適正に支払うため、労働時間を客観的に把握することを通達で規定
→管理監督者や裁量労働制が適用される労働者は、この通達の対象外
【理由】
・ 裁量労働制の適用者は、みなし時間に基づき割増賃金の算定をするため
・ 管理監督者は、時間外・休日労働の割増賃金の支払義務がかからないため

（改正法施行後）
長時間労働の健康障害防止の観点から、裁量労働制が適用される労働者や管理監督者も含め、

すべての労働者の労働時間の状況を、タイムカード等客観的な方法その他の適切な方法で把握
すること。（労働安全衛生法第66条の８の３）

☞ 労働時間の状況の把握とは、労働者の健康確保措置を適切に実施する観点から、労働者がいかなる時間帯にどの程度の時
間、労務を提供し得る状態にあったかを把握するものです。
☞ 事業者が労働時間の状況を把握する方法としては、原則として、タイムカード、パーソナルコンピュータ等の電子計算機
の使用時間（ログインからログアウトまでの時間）の記録、事業者（事業者から労働時間の状況を管理する権限を委譲され
た者を含む。）の現認等の客観的な記録により、労働者の労働日ごとの出退勤時刻や入退室時刻の記録等を把握しなければ
なりません。
☞ なお、労働時間の状況の把握は、労働基準法施行規則第54条第１項第５号に掲げる賃金台帳に記入した労働時間数をもっ
て、それに代えることができます（ただし、管理監督者等、事業場外労働のみなし労働時間制の適用者、裁量労働制の適用
者については、この限りではありません。）。

︕ 労働安全衛生法で義務付けられた「労働時間の状況の把握」とは︖︕
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＜健康管理＞ ２．長時間労働者に関する健康障害防止措置について
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＜健康管理＞ ２．長時間労働者に関する健康障害防止措置について
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１ 建設業における過労死等の状況や労働基準監督署の
監督指導結果を踏まえた労務管理上の課題について

２ 課題を踏まえた労務管理について

３ 課題を踏まえた健康管理について

４ 労働基準法第33条の届出／許可について

５ 厚生労働省の取組



労働基準法第3 3条第1項の許可／届出

54

労働基準法第33条と同法第36条は、それぞれ独立した同法第32条の免罰規定であり、同法第
33条に基づき労働基準監督署に許可申請等を行った場合は、36協定で定める限度と別に時間
外・休日労働を行わせることが可能となる。

労働基準法第33条第１項

災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合においては、使用者は、行
政官庁の許可を受けて、その必要の限度において第32条から前条まで若しくは第40条の労働時間を
延長し、又は第35条の休日に労働させることができる。ただし、事態急迫のために行政官庁の許可
を受ける暇がない場合においては、事後に遅滞なく届け出なければならない。

① 使用者は、労働者に、休憩時間を除き一週間について40時間を超えて、労働させてはならない。
② 使用者は、一週間の各日については、労働者に、休憩時間を除き一日について８時間を超えて、
労働させてはならない。

労働基準法第32条



労働基準法第33条第1項の許可・届出様式 記載例

55

〇緊急を要する非常災害等の対応に関するものであり、延長期
間や時間等も事前にはわからないことが多いことから事前に許
可申請を提出することは難しく、過去の例ではほとんどが事後
の届出での対応となっている。



労働基準法第3 3条第1項の許可基準

56

労基法第33条第１項は、災害、緊急、不可抗力その他客観的に避けることのできない場合の規定であるからその臨時の必要の限度にお
いて厳格に運用すべきものであって、その許可又は事後の承認は、概ね次の基準によって取り扱うこと。
（１）単なる業務の繁忙その他これに準ずる経営上の必要は認めないこと。
（２）地震、津波、風水害、雪害、爆発、火災等の災害への対応（差し迫った恐れがある場合における事前の対応を含む。）、急病への

対応その他の人命又は公益を保護するための必要は認めること。例えば、災害その他避けることのできない事由により被害を受け
た電気、ガス、水道等のライフラインや安全な道路交通の早期復旧のための対応、大規模なリコール対応は含まれること。

（３）事業の運営を不可能ならしめるような突発的な機械・設備の故障の修理、保安やシステム障害の復旧は認めるが、通常予見される
部分的な修理、定期的な保安は認めないこと。例えば、サーバーへの攻撃によるシステムダウンへの対応は含まれること。

（４）上記（２）及び（３）の基準については、他の事業場からの協力要請に応じる場合においても、人命又は公益の確保のために協力
要請に応じる場合や協力要請に応じないことで事業運営が不可能となる場合には、認めること。

災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等に係る許可基準の一部改正について
(令和元年6月7日付け基発0607第1号)の概要

１ 許可基準による許可の対象には、災害その他避けることのできない事由に直接対応する場合に加えて、当該事由に対応するに当たり、
必要不可欠に付随する業務を行う場合が含まれる。具体的には、例えば、事業場の総務部門において、当該事由に対応する労働者の利
用に供するための食事や寝具の準備をする場合や、当該事由の対応のために必要な事業場の体制の構築に対応する場合等が含まれる。

２ 許可基準(２)の「雪害」については、道路交通の確保等人命又は公益を保護するために除雪作業を行う臨時の必要がある場合が該当
する。
具体的には、例えば、安全で円滑な道路交通の確保ができないことにより通常の社会生活の停滞を招くおそれがあり、国や地方公共
団体等からの要請やあらかじめ定められた条件を満たした場合に除雪を行うこととした契約等に基づき除雪作業を行う場合や、人命へ
の危険がある場合に住宅等の除雪を行う場合のほか、降雪により交通等の社会生活への重大な影響が予測される状況において、予防的
に対応する場合。

３ 許可基準(２)の「ライフライン」には、電話回線やインターネット回線等の通信手段が含まれる。
４ 許可基準に定めた事項はあくまでも例示であり、限定列挙ではなく、これら以外の事案についても「災害その他避けることのできな
い事由によつて、臨時の必要がある場合」となることもあり得る。
例えば、許可基準(４)の「他の事業場からの協力要請に応じる場合」について、国や地方公共団体からの要請も含まれる。そのため、
例えば、災害発生時において、国の依頼を受けて避難所避難者へ物資を緊急輸送する業務は対象となる。

災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等に係る許可基準の解釈に当たっての留意点
について(令和元年6月7日付け基監発0607第1号)の概要



労働基準法第1 3 9条における災害時における復旧及び復興の事業
と労働基準法第3 3条との違い

労働基準法第33条 災害時における復旧及び復興の事業
労働基準法第139条

目的 人命・公益の保護のため 社会的要請が強いため

対象
災害その他避けることのできない事由
によって、臨時の必要がある場合
（建設の事業に限らない）

災害時における復旧及び復興の事業
（建設の事業に限る）

手続

事前の許可又は事後の届出

・事業場単位で申請／届出を行う
・許可申請書／届に、時間延長・休日労働を必要とする事
由、期間・延長時間、労働者数を記載する

36協定を届出

・建設事業としての36協定の中で、特別条項として「災害
時における復旧及び復興の事業に従事する場合」につい
て協定する

効果 36協定で定める限度と別に
時間外・休日労働を行わせることができる

36協定で定める範囲内で
時間外・休日労働を行わせることができる

上限規制 適用なし

災害時における復旧及び復興の事業については、
【適用なし】
・時間外労働＋休日労働の合計

単月100時間未満
複数月平均80時間以内

【適用あり】
・年720時間の上限
・月45時間超は６か月の限度

割増賃金 支払必要 支払必要 57
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労働基準法第33条に関するQ＆A（雪害等の自然災害対応関連）

Ｑ 「雪害」については、道路交通の確保等人命又は公益を保護するために除雪作業を行う臨時の必要性がある場
合には33 条１項に該当するが、その業務に付随する業務は許可の対象となるのか。
Ａ 労働時間の上限規制の趣旨を踏まえれば、基本的には、36 協定で定めた時間外労働の限度時間で対応できるこ
とが望ましい。
法第33 条第１項の許可の対象には、災害その他避けることのできない事由に直接対応する場合に加えて、その対

応に当たり、必要不可欠に付随する業務を行う場合が含まれる。雪害については、道路交通の確保等人命又は公益
を保護するために除雪作業を行う臨時の必要がある場合が該当する。
個別の事案にもよるが、除雪作業の「降雪前の見回り業務」、「凍結防止剤の散布業務」、「除雪機械の誘導・

交通整理の業務」、「除雪作業に向けた準備業務」及び「作業従事者の食事等を準備する業務」等については、除
雪作業に必要不可欠に付随する業務として行う場合には、対象となり得る。

Ｑ 除雪作業には、法第139 条第１項が適用されるのか。また、この場合に法第33 条第１項により労働時間をさら
に延長することはできるのか。
Ａ 建設業を営む事業場において、「災害時における復旧及び復興の事業」の対象となる除雪作業のため、単月100 
時間以上、複数月平均80 時間を超えて時間外・休日労働を行わせる必要がある場合は、法第139 条第１項を適用す
ることも可能である。
また、既に締結していた36 協定で協定された限度時間を超えて労働させる臨時の必要があり、道路交通の確保等

人命又は公益を保護するために除雪作業を行う臨時の必要がある場合は法第33 条第1 項の対象となる。具体的には、
例えば、安全で円滑な道路交通の確保ができないことにより通常の社会生活の停滞を招くおそれがあり、国や地方公
共団体等からの要請やあらかじめ定められた条件を満たした場合に除雪を行うこととした契約等に基づき除雪作業を
行う場合や、人命への危険がある場合に住宅等の除雪を行う場合のほか、降雪により交通等の社会生活への重大な影
響が予測される状況において、予防的に対応する場合も含まれる。

建設業者・自治体等から問合せ
が多い事項
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Ｑ 除雪作業に付随して凍結防止剤や融雪剤の散布を行う場合、法第139条第１項を適用できるか。冷え込みによる
路面凍結が見込まれるときに、凍結防止剤を散布する場合であればどうか。
また、これらの場合、法第33 条第１項はどうか。

Ａ 除雪作業は、都道府県等との災害協定や維持管理契約に基づき、災害の復旧として対応する場合等には、法第
139条第１項を適用することも可能である。そのため、当該除雪作業に必要不可欠に付随する業務として行われる凍
結防止剤や融雪剤の散布の業務についても、法第139 条第１項の対象となる。
冷え込みによる路面凍結を防止するために凍結防止剤を散布する場合も、そのまま放置すれば直ちに災害が発生す

るとして、災害協定や維持管理契約等に基づき、差し迫った災害への対応を行う場合であれば、こうした対応につい
ても法第139 条第１項の対象となる。また、これらの作業が、災害その他避けることのできない事由によって発生し
た対応として、既に締結された36 協定で協定された限度時間を超えて労働させるなどの臨時の必要があり、道路交
通の確保等人命又は公益を保護するための必要がある場合には、法第33 条第１項の許可基準を満たすことから、そ
の必要の限度において法第33 条第１項の対象となる。

Ｑ 台風が近づいているような災害の発生が予想される場合であって、自治体等から災害協定等に基づく要請を受けて、
当該災害への対応が直ちにできるよう労働者を自宅待機させる場合には、法第33 条第１項の対象となるのか。
Ａ 自宅待機が労働時間に該当するか否かの判断は個別具体的に行う必要があるが、労働者が権利として労働から離れ
ることを保障されておらず、拘束を伴うものである場合には、当該待機時間は使用者の指揮命令下にあるものとして労
働時間に該当する。
法第33 条第１項については、「災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合においては

（中略）その必要の限度において（中略）労働させることができる」とされており、「避けることのできない事由」に
ついては、災害発生が客観的に予見される場合も含まれる。その上で、例えば、国や地方自治体と締結した災害協定等
に基づき、差し迫った災害に備えた自宅待機が要請されているなど、自宅待機が社会通念上、災害への対応に必要不可
欠なものであると判断される場合は、法第33 条第１項の対象としうる。

労働基準法第33条に関するQ＆A（雪害等の自然災害対応関連）
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労働基準法第33条に関するQ＆A

Q 労働基準法第33条は、労働時間を延長し、または休日に労働させた場合、割増賃金の支払いは
必要ですか。
A 労働基準法第33条により時間外・休日労働をさせた場合にも、割増賃金の支払いが必要です。

Q 労働基準法第33条第１項に基づき労働した時間は、１か月100時間未満、複数月80時間以内と
する上限に含まれますか。
A 含まれません。

ただ、労働基準法第33条第１項に基づく時間外・休日労働はあくまで必要な限度の範囲内に限
り認められるものですので、 過重労働による健康障害を防止するため、実際の時間外労働時間を
月45時間以内にしていただくことが重要です。また、やむを得ず月に80時間を超える時間外・休
日労働を行わせたことにより疲労の蓄積の認められる労働者に対しては、医師による面接指導な
どを実施し、適切な事後措置を講じる必要があります。



１ 建設業における過労死等の状況や労働基準監督署の
監督指導結果を踏まえた労務管理上の課題について

２ 課題を踏まえた労務管理について

３ 課題を踏まえた健康管理について

４ 労働基準法第33条の届出／許可について

５ 厚生労働省の取組



建設業2024年問題に関する厚生労働省の取組

62

〇建設事業場向けに時間外労働の上限規制の内容や働き方改革の取組事例を紹介、専門家による無料相談・訪問支援窓口の開設、
各種助成金制度の設立。
〇建設業界、発注者、国民への適正な工期の確保等の周知・要請
〇若年労働者の雇用・定着促進事業の推進 など



２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

１ 事業の目的

中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業（建設業に特化した相談窓口を設置）

中小企業・小規模事業者等が働き方改革の意義を十分に理解し着実に実施することが必要であるため、 47都道府県の都道府県センター及び全国セン
ターから成る「働き方改革推進支援センター」を設置し、
○ 労務管理等の専門家による、働き方改革全般に関する窓口相談や、企業訪問やオンラインによるコンサルティングの実施
○ 企業の取組事例や労働関係助成金の活用方法等に関するセミナーの実施
○ 働き方改革全般に係る先進的な取組事例の収集や周知啓発及び総合的な情報発信
などの支援を行う。

・来所、電話・メールによる働き方改
革全般の相談を受付 都道府県センター

商工団体・市区町村等

・働き方改革全般に関するセミナーの実施

中小企業等中小企業等

・専門家研修の実施
（働き方改革関連法、職務分析・職務評
価、建設業等専門業種の労務管理等）
・建設業等専門業種へのコンサルティ
ングの助言

全国センター

・先進的な取組事例の収集、働き方改革特設サイトの運営等
の周知啓発・総合的な情報発信

・中小企業等の求めに応じ、訪問・オンラ
インコンサルティングを実施
・働き方改革全般に関するセミナーの実施

建設業等専門業種に特化
した相談窓口で相談を受付

実施主体：国から民間業者へ委託
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滋賀働き方改革推進支援センターのご案内
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働き方改革推進支援助成金のご案内

〇働き方改革
推進助成金に
は、その他に
も「労働時間
短縮・年休促
進支援コー
ス」、「勤務
間インターバ
ル導入コー
ス」等の種類
があります。

〇活用可能な
助成金等の相
談は滋賀働き
方改革推進支
援センター、
具体的な申請
手続等につい
ては滋賀労働
局雇用環境・
均等室にお尋
ねください。


